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研究成果の概要（和文）：本報告書では、行動コンサルテーションの教育訓練プログラムの開発と分析について述べて
いる。対人関係影響力の視座から、コンサルタントの教育訓練について検討している。本報告書が紹介する研究データ
は、効果的な行動コンサルテーションに関する観察データである。このデータを元に、行動コンサルテーションにおけ
る非言語コミュニケーションの重要性を提案している。そして、研究知見を総合することで、実証的根拠に裏打ちされ
たプログラムの作成に結びつけた。その効果は、行動コンサルテーションの文脈において討論されている。今後の研究
では、コンサルタントの非言語行動について検討しなければならないと結論づけた。

研究成果の概要（英文）：This study describes the development and analysis of behavioral consultation 
education and training program. I examine consultant training from social power perspectives. This study 
presents research findings regarding observational data in effective behavioral consultation. I emphasize 
the importance of non-verbal communication in behavioral consultation. The results advocate 
evidence-based education and training program. I discuss the results within the context of literature on 
behavioral consultation. I conclude that in future the consultant's non-verbal behavior needs to be 
examined.

研究分野： 応用行動分析
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究は、コンサルテーションの専門教育

訓練カリキュラムの未整備を、問題視した。
コンサルテーションの専門教育訓練カリキ
ュラムを整備するために、必要な情報とデー
タの収集を行った。そして、具体的なプログ
ラムの作成を企図した（以下、専門教育訓練
プログラムと称する）。 
本研究の開始当初（2010 年前後）、わが国

の臨床心理士・指定大学院（１種・２種・専
門職大学院）162 校のうち、コンサルテーシ
ョンの専門教育訓練プログラムを展開して
いた指定校は、わずか 21 校（約 13.0％）で
あった。その一方、臨床心理学的地域援助の
ニーズが高まり、中でもコンサルテーション
の手法は重要な位置を占めるようになって
いた。そのため、早急に専門教育訓練プログ
ラムを整備するためのエビデンスを蓄積す
る必要があった。そこで、臨床心理学的地域
援助の実践現場で必要なコンサルテーショ
ン技術を高める専門教育訓練プログラムの
開発を目指して実証研究を進めた。なお、本
研究の具体的な目的は、コンサルテーション
技術の基盤となるコミュニケーション行動
に着目して、専門教育訓練プログラム（成果
物としてのＤＶＤ教材）を作成することであ
った。 
 
２．研究の目的 
コンサルテーション技術は、コミュニケー

ション行動を、その基盤としている。本研究
の目的は、コンサルテーション技術の基盤と
なるコミュニケーション行動に着目して、実
証研究を行うことであった。また、その研究
知見をふまえて、専門教育訓練プログラム
（成果物としてのＤＶＤ教材）を作成するこ
とであった。この目的を達成するために、第
１研究から第４研究までの下位研究を計画
した。なお、当初は３年間で実施する計画で
あった。しかし、研究開始時に東日本大震災
に見舞われ、研究場面には被災地域を含んで
いた。そのため、補助事業期間延長の承認を
受けた上、４年間で研究を実施した。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究の計画 
 本研究では、第１研究から第４研究までの
４つの下位研究を計画した。第１研究は「行
動コンサルテーションにおける機能的行動
査定の支援に関する研究」であった。第２研
究は「行動コンサルテーションにおける言語
的相談過程の評価に関する研究」であった。
第３研究は「行動コンサルテーションにおけ
る非言語的相談過程の評価に関する研究」で
あった。第４研究は「行動コンサルテーショ
ンの専門教育訓練パッケージの開発に関す
る研究」であった。 
 
(2) 第１研究の概要 
 第１研究は「行動コンサルテーションにお

ける機能的行動査定の支援に関する研究」で
あった。第１研究では、行動の機能的理解に
基づくコンサルテーションが、コンサルティ
とクライアントに及ぼす効果について検証
することを目的とした。そして、保育士や教
師が、それを行う効果を事例的に検討した。
この目的を達成するため、ある私立幼稚園を
研究場面としてデータを収集した。知的機能
と行動表出の両面に困難さを示す幼児とそ
の担当保育者を参加者として、行動コンサル
テーションを実施した。定期的な巡回相談時
にケース会議を催す形態で、パフォーマン
ス・フィードバックとインテグリティ・チェ
ックを行った。これらの手法は、オーソドッ
クスな行動コンサルテーションの手続きで
ある。そして、単一事例実験計画法に基づい
て、結果の分析を行った。 
 
(3) 第２研究の概要 
第２研究は「行動コンサルテーションにお

ける言語的相談過程の評価に関する研究」で
あった。第２研究では、コンサルタントが操
作すべき変数を、調査研究に基づき指摘した。
そして、テキストマイニングの手法を用いた
言語的相談過程に関する質的分析を試みた。
行動コンサルテーションの言語的相談過程
をテキストマイニングの手法により分析し、
「語り」の潜在的意図を明らかにする試みは、
先行研究では皆無であった。この目的を達成
するため、公立私立を含む多様な保育現場の
保育者を調査対象者として、コンサルテーシ
ョン満足度を測定する尺度構成を行った。北
米においてコンサルテーションの効果評価
のために開発された複数の尺度を参照して
独自の尺度項目を作成した。これを因子分析
することによって、コンサルテーション満足
度を構成する要因の検討を行った。そして、
この尺度を活用しながら、コンサルテーショ
ンの効果を評価する試みを行った。 
 
(4) 第３研究の概要 
 第３研究は「行動コンサルテーションにお
ける非言語的相談過程の評価に関する研究」
であった。第３研究では、コンサルタントが
辿るべき非言語的相談過程を視野に入れな
がら、「語り」に随伴する非言語行動の定量
的分析を試みた。この目的を達成するため、
同じ教育訓練を受け、類似の実務経験を積み
ながらも、経験年数や臨床心理学的な志向が
異なる複数のコンサルタントを研究参加者
とした。１名のコンサルティ（高等学校教諭）
の協力を得て、大学の一室に設置した面接場
面で 30～40 分の面接を複数回実施した。そ
の際、順序効果を相殺した。そして、この相
談過程を間接観察し、その累積記録を視覚的
検討法により分析した。 
 
(5) 第４研究の概要 
 第４研究は「行動コンサルテーションの専
門教育訓練パッケージの開発に関する研究」



であった。第４研究では、行動コンサルテー
ションの面接における非言語的相互作用の
分析結果をふまえた、専門教育訓練プログラ
ムの開発・提案を行い、それをＤＶＤ教材に
まとめる作業を進めた。その際、「相談効果」
と「相談過程」の２要因を考慮した。 
 
４．研究成果 
第１研究の成果は雑誌論文⑥に、第２研究

の成果は雑誌論文④に、第３研究の結果は雑
誌論文②に、第４研究の成果はＤＶＤ教材に、
それぞれの研究の中核部分をまとめた。まず、
第１研究より、行動コンサルテーションにお
ける行動の機能的理解の効果が明らかにな
った。そして、この視座は、コンサルタント
の行動にも適用されるべきであるとの示唆
を得た。続いて、第２研究より、コンサルタ
ントの行動を評価する際は、問題解決の効果
（相談効果）と共に、問題解決の過程（相談
過程）も重要であることが明らかになった。
「相談効果」とは、「コンサルタントが実践
現場に即した効果的な提案をコンサルティ
に対して行っていたか」を問う内容であり、
５項目で構成されていた。「相談過程」とは、
「コンサルタントとコンサルティの相談・協
議が対等かつ互恵的で、コンサルティの専門
性を脅かすことのない言動に徹していたか」
を問う内容であり、７項目で構成されていた。
「相談過程」に類する変数の重要性について
は、アーチュル＆マーテンズ（2008）が「対
人関係影響力」という術語で説明している。
そして、この相談過程における「対人関係影
響力」を発揮することが成功的なコンサルテ
ーションの要件であることを指摘している。
しかしながら、わが国では相談過程をめぐる
知見がきわめて乏しいことを、課題として指
摘した。さらに、第３研究より、コンサルタ
ントの相談過程を評価する観点が明らかに
なった。相談過程を評価する際は、言語行動
もさることながら、それに随伴する非言語行
動も重要だということである（アーチュル＆
マーテンズ，2008；対人関係影響力）。最後
に、第４研究より、行動コンサルテーション
技術を、「何を行うか」（ＤＶＤの前半の３つ
のチャプターに反映）と「どのように行うか」
（ＤＶＤの後半の３つのチャプターに反映）
という２つの水準に区別した。そして、それ
ぞれの要となる技法について、ＤＶＤ教材に
まとめた。 
なお、ＤＶＤ教材は、６つのチャプターで

構成された。前半の３つのチャプターは行動
の機能的理解に基づくコンサルテーション
技術を取り扱っている（①臨床的な問題の見
きわめ、②問題とされた行動の理解、③理解
にもとづく支援の計画）。後半の３つのチャ
プターは対人関係影響力を駆使したコンサ
ルテーション技術を扱っている（④笑顔によ
る語りの受けとめ、⑤証拠にもとづく実践の
意味づけ、⑥コンサルティ［相談者］が求め
る専門性の考慮）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の４つの下位研究により、国内外にこ

れまで例を見ることのなかったコンサルテ
ーション技術に関する批判的検討と専門教
育訓練プログラムの開発に資する成果をあ
げることができた。また、今後の実証研究が
大いに期待される。 
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